
自品
企画室理事官 済 トラ末  舞 言 (」un

手前味噌ではなはだ恐怖であるが,地 方勤務を必ず

経験 しなければならない自治街職員の長所は
一―住民

に最 も近いところで諸行政を実施 している地方自治の

妙味そのものでもあろうが
一―住民の行政需要や地域

の実情に敏感に反応してこれを政策化していく能力で

あろう。

そのような意味で最近の地域におけるtJ際化の進展

を肌で感 じていた自治省は,昭 和60年9月 ,昭 和61年

度の地方行財政重点施策のひとつとして 「国際交流プ

ロジェクト構想」を打ち出し,そ の
一環として,「語学

指導等を行う外国青年招致事業」を実施することを公

表 した。本構想は,マ スコミをはじめ各方面に大きな

反響を呼び,幸 い各方面のご賛同,ご 協力,ご 援助を

得て,本 年夏にはいよいよ外国青年たちの来日を迎え

るまでに至っていることは,誠 に御同慶の草りである。

このようにして公表された外|ヨ青年招致事業構想の

一内容として, 当初から全国的な調整などを行うため,

本事業の事業主体である地方公共団体で構成する協議

会を設立することも含まれていたのであるが,そ の後,

昭和61年 1月 に開催された全国都道府県 ・指定都市の

総務部長会議,同 企画部長会議,同 財政課長 ・地方課

長会議,同 年 5月 の全国国際交流主管課長会議, 6月

から7月 にかけてのブロック別の主管課長会議などを

経て,全 国の都道府県及び指定都市の間で,同 協議会

設立についての合意を見るとともに,ブ ロックごとの

設立準備委員の選出が行われたのである。

その後,昭 和61年9月 4日 には,国 際化推進自治体

協議会第 1回 設立準備委員会が自治総合センター会議

室において開催され,木 村自治大臣官房審議官 (現自

治大学校長)の 挨拶の後,委 員長に東京都の工藤国際

交流部長を選出するとともに,協 議会の名称を 「国際

化推進自治体協議会」とするほか,「外国青年招致事業

の円滑な推進のため,都 道府県及び指定都市による共

同組織を設立 し,外 国青年の募集,選 考に関する連絡

調整,各 地方公共同体へのあっせん,赴 任及び帰田時

の渡航調整,カ ウンセリング,研 修等の事務を実施す

ること等を通 じて地域レベルでの国際交流,国 際化対

策の円滑な推進を図る」旨を定める設立趣意書案,同

協議会の組織,事 業,会 員,役 員,総 会,運 営委員会,

評議員会,専 門委員会,会 計,会 費などについて定め

る同協議会規約案,協 議会の課の設置,職 員の定数,

課の分掌事務などについて定める同協議会事務局の組

織等に関する規則案,昭 和61年度の事業計画案,収入,

支出をそれぞれ5700万円とする同収支予算書案及びこ

れらを8200万円とする昭和62年度収支見込み案などに

ついて審議 し,お おむね原案どおり了承するとともに,

設立準備委員以外の各道府県 。指定をい市に対しても,

これらの案を送付して意見を求めることを決定した。

その後,協 議会の役虫の人選についての調整,事 務

所の設置予定場所の選定と賃借に関する折衝などを経

て,昭 和61年9月 30日午前11時から,全 国の都道府県
・

指定都市の代表者の全員出席の ドに,都道府県会館602

号室において,国 際化推進自治体協議会の設立結会が

開催される運びとなったものである。なお,こ の問,

同協議会の諸事業の実施方法などをめぐって自治,文

部,外 務 3省 の間で若子のや りとりがあったが,基 本

的には,地 方公共団体側と関係 3省 との間の連絡協議

の場として 「国際化推進連合協議会」を設けることに

より,本 事業の円滑な推進を区|ることとして決着を見

たものである。

同日,設 立総会の開会に先立って, 2回 目の設立準

備委員会が開催され,設 立総会に提出する予定の設立

趣意書,規 約,事 業計画及び収支予算,役 員などの選

任,事 務所の設置についての諸議案すべてが審議され

原案どおり了承された。なお,同 月20日に国際理解,

国際交流などの事業を実施することにより世界の平和

に貢献することを目的として財団法人笹川平和財団が

設立されていたが,同 財団より助成金を得る日途が立

ってきたため,上 記収支予算案では旧案を急拠改定し,

特別研修プロジェクト特別会計を設けて,昭 和61年度

5000万円(62年度 1億 円)の収入及び支出を計上するこ

ととしたものである。午前11時から開会された設立総

会においては, まず議長に山田県の廣鳴国際交流室長

を選出し,次 いで森自治大臣官房審議官の挨拶の後,

工藤設立準備委員長の報告に基づき議事に入ったので

あるが,す べての議案は,特 段の異議 もなく満場
一致

で可決され,正 午頃には閉会の運びとなったのである。

この後,橋 本同協議会顧問,事 務局長代行の司会の

下,事 務所内でささやかな設立パ
ーティが開かれ,万

国公法を最初に日本に導入した開田論者坂本龍,吊の郷

七高知県から寄贈されたヒノキの
一枚看板の披露,花

岡自治事務次官,前 自治次官i屋 白治総合センタ
ー理

事長,同 石原自治情報センター理事長,遠 藤外務省文

化第二課長,‖ 1原文部省国際教育文化課長の挨拶など

があり,関 係者
一同,和 やかな歓談のうちに協議会の

誕生を祝ったのである。

なお,設 立総会の後,第 1回 の運営委員会 (メンバ

ーは,設 立準備委員会と同様とされた)が 開かれ,前

述の工藤部長を委員長とするとともに,国 際化推進自

治体協議会事務局の組織等に関する規則,盾1文書取扱

規則,同 就業規則,同事務局職員の給与規則,同退職手

当支給規則,旅 費規則及び財務規則を定めている。
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創刊にあたって

今 Fl,わ がlTJは諸外国との相互理解を基本として,国 際社会の中

でどのように生きていくかという問題をいやおうなく考えねばなら

ない時にさしかかっています。

国際化の時代を迎えたと言われるようになって久しく,多 くの人

たちが 「国際化」について語ってはいるものの,一 般国民の理解度

・実行度となるといまひとつと言わねばなりません。

そこで,昨 年10月 1日 に自治省,文 部省,外 務省の協力と主導で,

語学指導などを行う外国青年を招致し,地 域レベルでの国際交流を

促進することを目的とした 「国際化推進自治体協議会」が都道府県

および政令指定都市により設立されました。

従来,わ が国の国際交流は国レベルでのものが中心であり,地 域

レベルの交流の盛 り_Lが りに乏 しいきらいがありましたが,こ の事

業の実施に伴い,地 域での交流による活性化がよリ
ー
層進展され,

国際化に大きく貢献するものと思われます。

この外国青年招致事業の円滑な運営をはかるため,こ のたび, 当

協議会では事業の一環として,継 続的な情報の提供と会員間の相互

交流を目的とした機関詰 『ёI払魚』を発刊することとなりました。

もとより, さ さやかな試みに過ぎませんが,こ の機関誌が十分に

機能し,地 域レベルでの国際交流,国 際化対策が円滑に行われるた

めの呼び水にでもなれば幸いと思っています。

最後に,こ の機関誌の創刊にあたり,ご 協力を賜った多くの関係

者の皆様に心から感謝の意を表したいと思います。

昭示日62年 3月

国際化推進自治体協議会会長
東京都知事

鈴木 俊 一

Shun ch Suzuki



外国首年招致事業を実施する推進母体として昭

和61年10月1日に設立された国際化推進自治体協

議会 (以下「協議会J)は ,次 の体制の下にこの半

年間に主として以 ドの活動を行ってきた。

1事 務局の体制

事務局は,総 務課,業 務課,指 導課の二課制を

とっている。各課の構成員は, 3月 末 日現在次の

とおりである。事務局長 (総務課長,指 導課長を

兼務),総務課 1名 ,業 務諜 2名 ,指 導課 4名 (元

MEFの アメリカ人2名 を含む)。

国際化推進自治体協議会組織図

□  評
議員会

2.主な会議の開催

(1)運 営委員会

第 1回 は,協 議会の設立を前捉に昭和61年9月

30日に設立総会後行わイした。第 2回 は昭和61年11

月25日,協 議会事務局において,各 ブロックから

選出された運営委員により,次 の事項の審議を行

った。

①評議員,あ っせん専門委員会委員, カウンセ

リング,研 修専門委員会委員の委嘱について

②規貝」の改正について

③国別招致計画について

④ブロック会議について

(2)第1回国際化推進連合協議会

11月25日,協 議会事務局において, 自治 ・外務
・文部三省とlr/J議会による第1回国際化推進連合

i延 ″キ

委員会

◇国際化推進自治体協議会の活動情況◇
協議会が行われた。この会議では,運 営委員会で

の審議事項をお、まえ,今 後の 4者 の協力体制等を

協議 ・確認した。

(3)ブ ロック会議

以上の経維をお、まえて,11月 26日の熊本県を皮

切 りに,全 国 8か 所で,ブ ロック会議を開催し,

主に次の車項について,説 明,質 疑応答が行われ

た。

①国別招致計画について

②現行事業 (MEF, BETS)と の関係,外

国青年の身分,待 過等についての基本的考え方

③各委員会委員の委嘱について

主な質疑応答事項は次のとおりであった。

①国別招致計画案の変更

〇継続者の取17kぃ(帰国旅費等)

〇外国青年の身分取扱い 。勤務条件等

O財 源措置(地方交付税)

Oオ リエンテーションの場所,経 費支払方法

ブロック会議の日時 ・場所は以下とおり。

フロック 実施 月日 所場

北海道 ・東北

関東・甲信越静

東 海 ・北 陸

中     l■ l

四     田

九

指 定 都 市

畿千

一

1 2 月3 日

1 1 月2 8 日

1 2 ) ‐1 4 日

1 2 月5 日

1 1 月2 7 日

1 2 月2 3 日

1 1 月2 6 日

1 2 月8 日

仙台 ・勾当台会館

東京 ・都道府県会館

名古屋国際センター

大阪 。なにわ会館

広島 ・新入丁1/H会館

高松 ・さぬき荘

熊本郊使H1/ 1 -会館

東京 `指定都市事務局

“)昭 和62年度各省予算との調整

外国青年招致事業に関し,三 省の予算の計上が

見込まれているので,所 要の調整を行った。

(「ll 第1回 カウンセリング・研修専門委員会

1月 8日事務局において,第 1回 カウンセリン

グ・研修専門委員会 (以下,力 ・研委員会)が 開

催された。この委員会は,関 係三省,地 方自'台体,

教育委員会,関 係 4か 国の代表等により構成され,

主に次の事項について,活 発な意見交換が行われ

た。



①手引書 (外国青年用,受 入れ団体用)及 び日

本語会話テープ ・テキストの作成について

②着後オリエンテ
ーションの実施について

③中間研1夕の実施について

④カウンセリングの実施について

着後オリエンテーションについては, 8月 3日

から8日 に行うことが確認された。

(6)手 引書 ・日本語テ
ープ作成及び研修実施のた

めの基本方針についての打合せ

1月 8日 の力・研委員会に基づき, 1月 23日に

関係三省と協議会の間で,手 引書等の作成の基本

方針について,現 在のMEF, BETSの 人々の

協力を得て作業を進めるなど,検 討,確 認が行わ

れた。

(の ハ ンドブック編集者会議

1月 24日,協 議会と現在のMEF, BETSの

協力者の間で,外 国青年ハンドブック,オ リエン

テーションノンドブック, 日本語学習用テ
ープ ・

テキスト,面 接試験場で使用するビデオテ
ープ及

び業務内容説明書等の作成スケジュ
ール,役 割分

i巳等について協議を行った。

2月 7, 8日 及び 3月 7, 8日 にも編集会議が

行われ,上 記ハンドブック等の編集が続けられて

いる。

0 第 3回 運営委員会

昭和62年3月 27日,協 議会事務局において第 3

回運営委員会が行われた。協議事項及び報告事項

は次のとおり。

①昭和61年度決算及び昭和62年度予算の案の作

成について

②総会の開催及びその審議条件の決定について

③規則の改正について

④あっせん専門委員会の招集について

⑤カウンセリング・研修専門委員会の招集につ

いて

く報告〉

①募集及び選考の状況について

②オリエンテ
ーションについて

3.調査の実施

(1)国 際交流活動に関する調査

61年12月から,翌 62年1月 にかけて,国 際交流

活動に関する調査を行った。この調査により,各

団体の国際交流活動に関する報告書, また,国 際

交流活動に従事する外国青年の活用方法について

の情報を収集した。なお,報 告書のリストは,次

号に掲載予定である。

(刻 英 文図書等資料の整備状況に関する調査

62年1月 ,外 国人が自治体に求める情報,外 国

人が聞覧できる図書の設置状況, 自治体が希望す

る英文図書の内容,ボ ランティア相談員配置に対

する意見等について調査を行った。

(3)ハ ンドブックの作成に関する調査

62年2月 ,受 入れ団体のためのハンドブック及

び外国青年のためのハンドブックを作成するにあ

たり,両 ハンドブックに盛り込むべき項目,内 容

について,各 自治体,受 入れ予定私立学校
・企業

あて,ア ンケー ト調査を行った。

4そ の他事業

(1)語 学教材用ビデオテ
ープの作成

各都道府県の歴史,地 理,産 業,経済,および施

策についてのビデオテ
ープ (英語版)を ,19自 治

体の協力のもとに作成中である。

(〕 ビデオテープ及び業務内容説明書の作成

62年3月 ～4月 に各在外公館で行われる選考二

次試験 (面接)会 場で,本 事業の内容を同知させ

るためのビデオテープ及び業務内容説明書を作成

し, 3月 中旬各国在外公館に送付した。

(9 機 関誌
「CLAIR(く れあ)」 の作成

“)外 国青年募集 ・選考についての調整

61年12月から,在 外公館を中心に, 4か 国にお

ける外国青年募集 ・選考活動が行われている。協

議会では,62年 2月から3月 にかけて,各 国の応

募状況及び一次試験の結果,傾 向を把握するとと

もに,今 後の受入れ体制の整備の参考とするため,

主に運営委員等の協力も得ながら視察を行い,在

外公館及び関係機関との率直な意見交換を行った。

(〕 外国青年のあっせんに関する準備

協議会では,62年 4月 に決定する合格者 リスト

から,各 受入れ団体の希望に応じた外国青年あっ

せん配置計画(案)を作成するため, コンピュ
ータ

システムの開発を行っている。
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